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　3 ― 1 ― 4.ラロー・ダイアグラムとダイナモ方程式
　以上のようなシステムについての，政策的関心に応え得るモデルとして，
次の定式化を提議する。
　図3―1.のフロー・ダイアグラムを見ながら，方程式を説明しよう：
－169（18）－
ことが伝達性を損なわずに，かつ分析目的に適うためには，ＳＤを利用する場合に
おいてもモデルの大きさに関して最適規模が存在するようである。モデルの規模に
ついての議論は別稿に譲る)。
　３－１－１．システムの定義
　生命保険会社は長期契約の養老保険を販売し，加入者は加入期間中に死
亡すれば死亡保険金を受け取り，死亡しなければ満期時に満期保険金を受
け取るという保険サービスの対価として保険料を支払う。加入から死亡・
満期・解約のいずれかにいたるまでの時間的遅れによって，保険会社はス
トックとして保有契約を抱える一方，保険料として徴収した現金を保険金
支払いのための資金として貯蔵する。保険料率は，システムの維持運営の
ために必要な費用の支払いと保険金の支払いとをフルコストとしこれに経
営上のマークアップを施したものとして設定される。保険会社の資金は死
蔵されることなく運用されて収益を上げ，加入者はこの果実を配当として
受け取る。
　３－１－２．フィードバック構造
　コストが下がり保険料率が下方に修正されると，最大保有水準が高まっ
て新契約が増加する。新契約の増加は保有契約を高め保険料収入を増加さ
せるから，徴収のための作業が増大しコストを上昇させる。保険料収入の
増大はまた資金を増加させ，運用収入の増大を通してさらに資金を増加さ
せる。資金の成長により総資本利益率は低減するから，前節の需要関数を
通して，新契約が減少する。新契約の減少は保険料収入の減退をもたらし
コストを低下させる。かくしてコスト減がますますコストを低下させるポ
ジティブ・フィードバックと，コスト減が回り回ってコストを上昇させる
ネガティブ・フィードバックが重層化し，他の要因の変化と各種遅れの長
さの違いによってさまざまな長期的変動のモードが生み出される。
－170（17）－
て利用可能となった現状において，この問題に対する配慮はますます重要
なものとなってきている。
　ＳＤ利用の利点は，それがフロー・ダイアグラムとダイナモ方程式とい
う伝達性に優れたモデルの表現形式を備えている点にある。したがって，
このメリットは科学性の第一の要件に適合的である。しかし，モデル作成
時におけるこの利点は，モデル分析の作業時における隘路（各回の“ラン”に
よって１つの特殊解を得るにすぎず，分析のためには長時間におよぶ“リランの試
行錯誤的繰り返しが要る）によって，決定的に阻害される。
　フロー・ダイアグラムに表現されたモデルに対応した計算機シミュレー
ションのプログラムは，ダイナモに拠ることなく他の言語で作成すること
が可能であり，そうした方が分析作業上のディメリットがはるかに少ない
ので，専門的な分析家の多くはダイナモの利用に積極的にはなれない。し
かしそのよりな計算機プログラムはそもそもヒトによって論駁されること
を期待し得ないから5），ダイナモと同様の出力結果が得られたとしても，
分析の科学性を主張し得ないのである。ところで，ＳＤのモデル作成時に
おけるメリット（伝達性）と分析作業時の隘路の解消とは両立し得ないも
のではない（例えば，“リラン”における試行錯誤の応答スピードが飛躍的に向上
したダイナモ・コンパイラーを用意してもモデルの伝達性とは抵触しない）。　この
方向に沿うダイナモの改善が期待される所以である。
　本研究で用いられるダイナモは，ＰＣ-98XA用に開発されたDYNAMOP
Ⅲである。それが，生命保険経営モデルの作成と分析にどのように役立っ
ているかを，現実の研究作業を通して以下で明らかにしよう。
　（３－１）生命保険経営モデル
　人口や所得の成長といった外生的要因が作用しないような，実験室的環
境のもとにおいて生命保険の動学的特性を検討する。上に述べたように，
モデルは細部にいたるまで明瞭な形式で提示されなければならない（この
－171（16）－
上げ計算を可能にする原価情報の分析は，生命保険会社のインハウス・ス
タディに拠るのでないかぎり余りうまくは行かないであろうから，本研究
のような立場からの分析においては，この程度で満足しなければならない。
ただ，代替的モデルのいずれにおいても産出弾性値の推定値がＯとも１と
も有意に異なるすべての計測結果においてＯと１の間の値を示しているこ
とは強調されなければなるまい。
　以上，生命保険の需要と事業費の予測についての検討から，生命保険経
営モデルの作成に役立てることができるような形での関数の特定化を導き
出した。これらの実証的妥当性は，次節で展開される生命保険経営のダイ
ナモ方程式モデルの定式化にこれらを導入して得られる結果の，現実とＯ
相似性を検討することによって確認される。
　3.生命保険のシステム・ダイナミックス
　ＳＤ分析を現実問題の検討に適用することの意義は，相互依存関係をも
つ要素によって構成されるシステムの時間軸上での変動そのものが，不確
定要因と意思決定要因の変化によっていかに影響されるかを観察し，起こ
り得るシステムの動態を記述するとともに，政策変更による改善の尤度を
予想することである。したがって，その利用の目的が経営意思決定の改善
にある場合をも含めて，分析自体は純科学的に進められる。
　この科学性の要求は，何よりも『論駁される用意をもつこと｡』に集約
される。「実証性・再現性・匿名性」や「数理的厳密性」はむしろ論駁の
ための手段であるにすぎない。すなわち，予測を導く分析の要件は，一言
で言って『細部にいたるまで明瞭な形式でモデルを人目に晒すこと｡』に
尽きる4）。　しかし問題が複雑になり構成要素の数が増えると，いきおいモ
デルは大掛かりなものとなり，人目に晒されたモデルも論駁可能性を確保
する相互主観的了解に基づく伝達媒体としては機能し難くなってくる。計
算機を利用したシミュレーションが技術的にも経済的にも分析の手段とし
―172 (15)一
である。ここで年次の係数が約一〇｡03となっているのは，年々事業費が３
％ほど節減されていることを意味し，これを考慮した結果，産出弾性値が
10.9007から0.9092へと増加している，すなわち前の例では規模の経済性が
実態よりも大きく計測されていたことが分る。容易に確かめられるように，
この係数の値も１と較べて有意に小さいことから，図2― 3.から類推さ
れる規模の経済性は単に見かけだけのものではないということが結論とし
て引き出されよう。
　他の要因も加味した代替的事業費モデルとしては以下のものが比較的良
好である。すなわち：
ここで，Ｃは事業費，Ｔは保険料収入，Ｔは年次である。
　本来，費用関数は，産出を生み出す投入要素の効率的組合せに関する技
術的関係（生産関数）に基づき，資源投入の機会費用を積み上げ計算する
ことによって得られる費用スケジュール上の点と，対応する産出の水準と
を関係づけたものであって，技術進歩は生産関数を変更することを通して
費用関数をシフトさせる。こうした内部的メカニズムをここではすべてブ
ラックボックスとして処理しているので，費用関数として①，②，③のい
ずれを採用すべきかについて有力な手懸りは何も得られない。費用の積み
―173 (14)―
３。の散布図の各点を会
社別に時間の順番に結ん
だ折れ線グラフ図２－４
を見てみると，規模の増
加につれて費用関数が上
方にシフトして行く様子
が読み取れる。正しくは，
時間の経過を加味して，
例えば「日本」のある時
点の産出規模には「第一」
がより遅く到達し，その
時点での事業費はより少
なくて済んでいると解釈
すべきであろう。このこ
とは，同じ散布図を時点
別に規模の順番に結んだ
折れ線，図2 ― 5.によ
ってより明瞭に説明され
よう。すなわち，時点別のクロスセクション費用関数は継続的に下方にシ
フトして行く。この理由は，おそらく，募集技術進歩による労働生産性向
上の結果であって，時間の流れに従ってますます多くの新契約をより少な
い事業費の支出で稼ぎ出しているのである。
　そこで，技術進歩を加味した事業費の回帰を計算すると，例えば次のよ
うな費用関数が得られる。すなわち:
　　1n(事業費)＝－0.2312十〇｡90917・ln(保険料収入)－0.0298545・(年次)
　　　　　　　(－1.02483)(48.4258)　　　　　　　　(－2.42975)
　　　　調整済み重決定係数＝93.463％　　残差の自由度＝165
－174（13）－
図2-4.会社別時系列折れ線接続
図2-5.年次別クロスセクション折れ線接続
なものと言えない旨を既に指摘してあるが，他の産出指標として余り適当
なものも見当たらないので，生命保険の売上である保険料収入をとって，
これに対する事業費の回帰を考察してみよう。図2 ― 3.は全21社の保険
料収入と事業費の散布図である。この散布図からは両変数聞の正の相関，
保険料収入規模に対する事業費の逓減的増加傾向が読み取られる。単回帰
を求めると，
であり，係数の母集団パ
ラメーターを１としたと
きのμ直は5,30521でこ
の仮説はほぼ０％の有意
水準で棄却されるから，
規模に関する費用逓減が
裏付けられる。
　しかしながら，図２－
－175（12）－
図２－３．全２１社保険料収入と事業費の散布図
これを用いて被保険者価格ρを計算してやると，表2― 6.の結果を得る。
　　Ｚ＝保有契約÷(新契約十転換純増－dS)
　　刄＝保有契約÷(保険料収入XZ)
　　λ＝利息配当収入÷総資産
　このρと(3)式で計算される訂(表２－７．)および年央の保有契約Ｓ(表
２－８．)を用い8)，その他の要因として，事業費率，総資産，登録募集人
数，利益率，配当率，消費者物価指数，家計可処分所得，人口，世帯数を
取り上げて，変数増加法による重回帰分析を行い，1)変数追加による自由
度の減少を調整済み堂決定係数の改善が補って余りあるか，2)すべての係
数の値がＯと有意に異なるものであるか，という２つの基準により，計算
を繰り返して行けば，最終的に次の予測式を得る。すなわち：
　　　　自由度調整済み重決定係数＝99.229％
である。これは，1)最大保有水準仮説が有意であること，2)最大保有水準
への調整要因が正，被保険者価格が負，登録募集人の数が正，事業賃率が
負，利益率が正の影響を，各々需要におよぼすこと，3)所得要因，物価要
因，人口学的要因等は，このモデルとデータに関する限り需要変動の有力
な説明を与えないことにの理由は，一つにはプーリンダデータを用いているこ
とによると思われるが，より適切な理由としては，これらの要因は，本来最大保有
水準の説明に効いて来る性質のものであろうから，最大保有水準の時系列的変動が
現れるようなもっと長い期間にわたる保有契約のデータ収集のもとで論じらるべき
テーマであることが指摘されよう)等々を示すものである。
　さて，費用関数の横軸にとるべき産出の指標としては新契約は余り適切
－176（１ｌ）－
表2-7. Mの推計値
表2-8. Sの推計値
－177（10）－
表2-5.λの推計値
表2-6.ρの推計値
－178（9）一
表2-3. tの推計値
表2-4. nの推計値
－179（8）一
ことが分かる。すなわち:
　lnM=-0.108633 －0.869437・ln(保険料率)＋1.00192・1n(総資産)
　　　　(－0.23122)(－10.5856)　　　　　　　(26.4187)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3)
　　　　　　　自由度調整済み重決定係数＝98.787％
である。これが上で除外した４社に加えてさらに｢西武｣も除いた16点Ｏ
サンプルによるクロスセクション・データに対する最小二乗法の適用結果
であることを考えれば，決定係数の高さ，保険料率弾性値の符号の適格性，
および，t値の大きさから言って，最大保有水準の予測式として(3)を利用
しても差し支えないと看做し得る。
　この式を利用した需要関数計測の次のステップは，(3)による最大保有水
準の値が残差なしで与えられるものとしたときの，新契約の保有水準調整
モーメント：(M-S)Sに対する回帰(需要予側式)を計算することである。
　生命保険の需要は，
　　新契約＝f((肘－Ｓ)ｓ，保険価格要因，その他の要因)
という関数になると考えられるが，訂の推定で用いた保険料率は前節で触
れた商品構成の違いを反映して，貯蓄性の高い構成の会社では高く保障性
の高い会社では低く計算される結果，需要の価格弾力性を指数に戴く効率
性を反映した価格指標としては適切なものと言えない。そこで次のように
して生命保険の被保険者価格ρを計算する。すなわち：
　　ρ＝保険料率－λ/[(が゛－1)・厠。
ここで，λは保険会社の収益率，ｇは自然対数の底，ｔは平均加入期間，
μは死亡保険金倍率である。すなわち，死亡保険金１円でｔ年満期の保険
を購入するには，加入期間中に期待利子率λで1/μ円の満期保険金を積み
立てなければならず，被保険者はこれを満期時に受け取ることになるから，
保険料率の内に占めるこの部分は保険サービスに対する対価としての価格
からは控除されていなければならない。各社のt,n.λセ次式で推計し，
－180（7）－
表2-1.各社最大保有水準の計算結果
表2 ―2.最大保有水準の対数の回帰
－181（6）－
義される。すなわち:
dS/S≡(期末保有契約
　　　一期首保有契約)/S
S≡(期末保有契約
　十期首保有契約)/2
である。この右下がりの
理由は，それが線形であ
れば，各社の保有契約の
変化率が各々ある最大水
準に向けての増加余地と保有契約そのものとに比例することに求められる
から，単回帰モデル:
　　　　　　　　　　　　dS/S=a-bS十ｓ　　　　　　　　　　　　（1）
の推定値a, b'を用いて。
　　　　　　　　　　　　訂＝ａ/h　　　　　　　　　　　（2）
としてやれば，ロジスティック曲線の微分方程式:
　　　　　　　　　　　　ｄＳ/ｄt= b(M-S)S
のdt=lとした定差方程式近似が得られる。この考え方を生命保険21社の
それぞれに適用した結果を表2 ― 1.に示した。
　各社のdS/SのＳに対する回帰を計算した結果，回帰式が有意でありか
つ回帰係数が有意にＯと異なるのは，「日産」，「第百」，「平和」，「束邦」
を除く17社であり，最大保有水準の推定値は「日本」が最も大きく165.8
兆円，「大正」が最も小さく4,227億円程度であり，他の会社の最大保有水
準もほぼ現在の規模を反映した値におさまっている。この最大保有水準の
差異が何によってもたらされるかを，保険利率（保険料収入／保有契約），事
業費率（事業費／保険料収入），利益率（剰余金／総資産），配当率（支払配当金
／支払保険金），および，総資産，登録募集人数等で説明するために，重回
帰分析を繰り返し適用すると，次式が比較的良い当てはまりを示している
－182（5）－
るなら，競争市場は，需要と供給の両サイドにおける価格を指標とした合
理的調整によって生命保険会社の最適規模を導くはずである。現にそうな
らない理由は，各種規制による競争制限と，情報の非対称性，需要の価格
非弾力性等に求められるだろう。
　しかし上に述べた費用関数の仮説にはいくつかの難点がある。とりわけ
次の２点は重大であり無視することは許されない。すなわち，1)この図は
時系列的変化の２次元プロットであり，各ベクトルは時間軸上での他の変
動要因から影響を受けているにもかかわらず，ここではこの影響を取り除
いていない，2)保有契約同様新契約も，金額には表れて来ない商品構成上
の保険会社による差異が存在し，新契約には，産出＝費用関係における産
出指標として必要な等資性が欠如している。
　このことは，生命保険の需要と供給に関してもっと詳細な分析が必要と
されることを意味し，そうした分析を展開するための正当な生命保険経営
モデルの形成を要求している。本研究はこの要求に応える試みである。
　2.需要関数および費用関数
　与えられた168点のサンプルから生命保険の需要関数と費用関数を計測
することを考えより。
　保有契約の増加率を縦
軸に，保有契約を横軸に
とって２次元のグラフを
描いてみると，ほとんど
の会社で右下がりの傾向
を示していることが分か
る（図2 1と図２－
２．）。ここで，軸の名前
dS/SとＳは次の式で定図2-1.保有契約とその増加率(上位７社を除く14社)
－183（4）－
ことは，保有契約の中身における商品構成が上位７社では比較的等質的で
あるのに対し，その他14社の中には保障性と貯蓄性という生命保険の２つ
の性格の濃淡を明瞭に異にするものが含まれていることの顕れであろう。
また，最大規模の「日本」から最小規模の「西武」まで両軸ともレィンヂ
が非常に広く，制限された競争のもとで価格に対し非弾力的な需要を分か
ち合う線分化された市場の形成を感知させる。
　このことは，需要者にとっての生命保険の価格が，死亡率，短期／長期
の収益率，時間選好率，保険料率，付加保険料率，期待配当率といった合
理的計算を経なければ獲得し得ない情報に依存し，この情報開示に対する
各種制約が，消費者の需
要スケジュールを不明瞭
に留め置く装置として有
効に機能する結果でもあ
る。たとえば，各社の年
々の個人保険新契約の実
績を横軸にその年に支払
った事業費を縦軸にとっ
て，前と同様のグラフを
描いてみると,図1―3.
に見られるように産出規
模の比較的小さい範囲で
は概ね上に凸の，図１－
４．のように比較的大き
い範囲では下に凸の『総
費用関数』が得られる。
もしこれが正しく産出＝
費用関係を表すものであ
図1-3.新契約(個人)と事業費(上位7社を除く14社)
図1-4.新契約（個人）と事業費（上位７社）
－184（3）－
　1.予備的考察
　わが国の生命保険産業は，国民所得の増加にともないその規模を拡大し
てきた。生命保険は，個人の死亡危険による所得不確実性を回避し国民の
生涯稼得の一部を確定資産化する唯一の手段であるとともに，継時的に発
生する所得の流れを貯溜し資産形成を図るという他の金融商品と競合する
代替手段でもある，いわゆる養老保険を中心として，20社あまりの生命保
険会社と１つの公企業により主として販売されている1)。
　図1 ― 1.と1―2.は，生命保険会社21社の規模を図に表したもので
ある。横軸は総資産，縦
軸は個人保険保有契約高
で，単位はいずれも百万
円(すなわち図1―1.の縦軸
最大値1.76Ｅ十〇7は17600000
百万円＝17.6兆円)である。
各社ごとの折れ線は，昭
和52年度から59年度まで
の８個の実績点を結んだ
ものである(すなわちサン
プルサイズ168のデータが要
約されている)2)。
　2つの図を見較べてみ
ると，上位７社は１本の
回帰直線に載るように見
えるのに対し，他の14社
は左上から右下へとかな
りちらばっている。　この図1-2.総資産と保有契約(上位7社)
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図１－１．総資産と保有契約（上位７社を除く14社）
　　　　　　　生命保険の動態について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小林秀徳
　はじめに
　生命保険の需要と供給を動学的見地から体系的に分析する作業は，1)生
命保険会社の経営を計画する主体にとっても，2)生命保険産業を規制し指
導する公的機関にとっても，また3)生命保険供給の一翼を担う公企業にと
っても，政策関連情報の必需的生産における重要な前提課題である。一般
に，分析対象となるシステムの動態についての研究は，微分方程式モデル
による連続分析か定差方程式モデルによる期間分析を用いて展開されるも
のであるが，前者はモデルの操作性において優れ後者は定式化におけるモ
デルの伝達性において優れている。両者の中間的変種であるダイナモ方程
式モデルによるＳＤ分析は，解のもつ一般性を犠牲にすることによってこ
の両者のメリットを包含した。一般性における犠牲はある場合には致命的
欠陥ともなるが，しかし，応答性能の飛躍的に増進されたダイナモの利用
可能性はこの弱点を補って余りある。小論は，この点の解説をも含めて展
開される。したがってそれは『生命保険の動態』についての体系的記述で
あるとともに，生命保険にＳＤ分析を適用して得られる結果とその政策的
インプリケーションとを検討するという作業を一分析事例とする手法改良
のための実験報告でもある。
　以下に掲げるさまざまな図は，すべてＰＣ-98XA用ダイナモDYNA-
ＭＯＰⅢの出力画面のハードコピーであり，印刷上の手は一切加えられて
いない。
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